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３４６

規 則

�愛媛県規則第１５号
公立大学法人愛媛県立医療技術大学の業務運営並びに財務及び会計に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和５年３月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

公立大学法人愛媛県立医療技術大学の業務運営並びに財務及び会計に関する規則の一部を改正する規則

公立大学法人愛媛県立医療技術大学の業務運営並びに財務及び会計に関する規則（平成２２年愛媛県規則第２０号）の一部を次のように改正

する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（財務諸表）

第１０条 法第３４条第１項の規則で定める書類は、地方独立行政法人

会計基準及び地方独立行政法人会計基準注解（平成１６年３月総務

省告示第２２１号）に定める純資産変動計算書及びキャッシュ・フ

ロー計算書 とする。

（事業報告書の作成）

第１１条 法第３４条第２項の事業報告書には、次に掲げる事項を記載

（財務諸表）

第１０条 法第３４条第１項の規則で定める書類は、地方独立行政法人

会計基準及び地方独立行政法人会計基準注解（平成１６年３月総務

省告示第２２１号）に定める キャッシュ・フ

ロー計算書及び行政サービス実施コスト計算書とする。

（事業報告書の作成）

第１１条 法第３４条第２項の事業報告書には、次に掲げる事項を記載
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３４７

告 示

�愛媛県告示第３４５号
次の森林を保安林予定森林にしたから、森林法（昭和２６年法律第

２４９号）第３０条の２第１項の規定により告示する。

令和５年３月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 保安林予定森林の所在場所

今治市吉海町田浦３００・３７６の１（以上２筆について次の図に示

す部分に限る）、３７６の２

２ 指定の目的

土砂の崩壊の防備

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐は、択伐による。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係

書類を愛媛県庁及び今治市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第３４６号
次の保安林を解除予定保安林にしたから、森林法（昭和２６年法律

第２４９号）第３０条の２第１項の規定により告示する。

令和５年３月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 解除予定保安林の所在場所

今治市玉川町木地字坊城向己１１６の２

２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 解除の理由

道路用地とするため

�������
�愛媛県告示第３４７号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第１項の規定に基づ

き、次のように都市計画を変更した。

その都市計画の図書は、愛媛県庁において公衆の縦覧に供する。

令和５年３月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 都市計画の種類及び名称

新居浜都市計画道路

３・２・２新居浜バイパス線

２ 都市計画を変更する土地の区域

� 追加する部分 新居浜市船木字坂ノ下、船木字下長野、光明

寺一丁目、光明寺二丁目及び東田三丁目の各

一部

� 削除する部分 新居浜市船木字坂ノ下、船木字下長野、光明

寺一丁目、光明寺二丁目及び東田三丁目の各

一部

�������
�愛媛県告示第３４８号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第１項の規定に基づ

き、次のように都市計画を変更した。

その都市計画の図書は、愛媛県庁において公衆の縦覧に供する。

令和５年３月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

しなければならない。

� 法人の目的及び業務内容

� 県の政策における法人の位置付け及び役割

� 中期目標の概要

� 理事長の理念並びに運営上の方針及び戦略

� 中期計画及び年度計画の概要

� 持続的に適正なサービスを提供するための源泉

� 業務運営上の課題及びリスクの状況並びにその対応策

� 業績の適正な評価に資する情報

	 業務の成果及び当該業務に要した資源


 予算及び決算の概要

� 財務諸表の要約

� 財政状態、運営状況及びキャッシュ・フローの状況の理事長

による説明


 内部統制の運用状況

� 法人に関する基礎的な情報

しなければならない。

� 法人に関する基礎的な情報

ア 目標、業務内容、沿革、設立に係る根拠法、組織図その他

の法人の概要

イ 事務所の所在地

ウ 資本金の額（前事業年度末からの増減を含む。）

エ 役員の氏名、役職、任期、担当及び経歴

オ 常勤職員の数（前事業年度末からの増減を含む。）及び平

均年齢並びに法人への出向者の数

カ 非常勤職員の数（前事業年度末からの増減を含む。）

� 財務諸表の要約

� 財務情報

ア 財務諸表に記載された事項の概要

イ 重要な施設等の整備等の状況

ウ 予算及び決算の概要

� 事業に関する説明

ア 財源の内訳

イ 財務情報及び業務の実績に基づく説明

� その他事業に関する事項

附 則

この規則は、令和５年４月１日から施行する。



愛 媛 県 報令和５年３月２８日 第３９４号

３４８

��������������

��������������

１ 都市計画の種類及び名称

広見都市計画道路

Ⅰ・小・２永野市線

２ 都市計画を変更する土地の区域

� 追加する部分 なし

� 削除する部分 鬼北町大字永野市の一部

�������
�愛媛県告示第３４９号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第１項の規定に基づ

き、次のように都市計画を変更した。

その都市計画の図書は、愛媛県庁において公衆の縦覧に供する。

令和５年３月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 都市計画の種類及び名称

広見都市計画道路

Ⅱ・３・２栄町芝線

２ 都市計画を変更する土地の区域

� 追加する部分 なし

� 削除する部分 鬼北町大字近永、大字奈良、大字芝及び大字

中野川の各一部

�������
�愛媛県告示第３５０号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第１項の規定に基づ

き、次のように都市計画を変更した。

その都市計画の図書は、愛媛県庁において公衆の縦覧に供する。

令和５年３月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 都市計画の種類及び名称

広見都市計画道路

Ⅰ・小・３奈良通線

２ 都市計画を変更する土地の区域

� 追加する部分 なし

� 削除する部分 鬼北町大字奈良の一部

�������
�愛媛県告示第３５１号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第１項の規定に基づ

き、次のように都市計画を変更した。

その都市計画の図書は、愛媛県庁において公衆の縦覧に供する。

令和５年３月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 都市計画の種類及び名称

変 更 前 変 更 後

広見都市計画道路
Ⅱ・３・１泉橋本町線

広見都市計画道路
３・５・１永野市栄町線

２ 都市計画を変更する土地の区域

� 追加する部分 鬼北町大字永野市の一部

� 削除する部分 鬼北町大字出目、大字永野市及び大字近永の

各一部

�愛媛県告示第３５２号
児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２１条の５の３第１項の規定により、次のとおり指定障害児通所支援事業者を指定した。

令和５年３月２８日

愛媛県東予地方局長 山 本 泰 士

�愛媛県告示第３５３号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第２９条第１項の規定により、次のとおり指定障

害福祉サービス事業者を指定した。

令和５年３月２８日

愛媛県東予地方局長 山 本 泰 士

事業者番号
指 定 障 害 児 通 所 支 援 事 業 者

指定障害児通
所支援の種類

指 定 障 害 児 通 所 支 援 事 業 所
指 定
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８５０５００２７７ 株式会社さわやか倶楽
部

福岡県北九州市小倉北
区熊本二丁目１０番１０号 山 本 武 博 児童発達支援 さわやか愛の家 にい

はま館
愛媛県新居浜市東田三
丁目乙１１－７７ １階

令和４年
１２月１日

３８５０５００３９２ 株式会社鎌倉総合企画 香川県高松市木太町４２
８４－８ 鎌 倉 圭 佑 児童発達支援 ナイスおおじょういん 愛媛県新居浜市大生院

３４３－４
令和５年
１月１日

３８５０５００３９２ 株式会社鎌倉総合企画 香川県高松市木太町４２
８４－８ 鎌 倉 圭 佑 放課後等デイ

サービス ナイスおおじょういん 愛媛県新居浜市大生院
３４３－４

令和５年
１月１日

３８５０２００４９８ 合同会社発達の木 愛媛県今治市菊間町浜
６４８番地 今 岡 健 一 放課後等デイ

サービス
発達みかんの木 ユナ
イト

愛媛県今治市鯉池町１
丁目３－２３

令和５年
１月１日

３８５０６００３５８ 伍光堂合同会社
愛媛県松山市千舟町五
丁目３－１７ 市駅前ビ
ル４階

� 増 光 彦 放課後等デイ
サービス 初凪 西条楠 愛媛県西条市楠甲６０９

－３
令和５年
２月１０日

３８５０６００３６６ 株式会社コミュニティ
ーメディカルサポート

愛媛県西条市玉津５８３
番地５ 田 坂 朗 児童発達支援 コミュニティーキッズ

ゆめか
愛媛県西条市玉津５８３
番地７

令和５年
３月１日

３８５０６００３６６ 株式会社コミュニティ
ーメディカルサポート

愛媛県西条市玉津５８３
番地５ 田 坂 朗 放課後等デイ

サービス
コミュニティーキッズ
ゆめか

愛媛県西条市玉津５８３
番地７

令和５年
３月１日
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公 告

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

令和５年３月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

庁内ＬＡＮ端末機（一般業務ネットワーク用）の借入れ及び

閉域接続サービスの調達

� 借入物品名及び数量並びに調達役務名及び数量

ア 借入物品名及び数量

パーソナルコンピュータ ４，５３２台（ハードウェア、ソフ

トウェア及び保守部品の提供並びに搬入、据付け、配線、デ

ータ移行、調整、ハードウェアの保守、借入期間満了後の撤

去等一式を含む。）

イ 調達役務名及び数量

閉域接続サービス 一式

� 借入物品及び調達役務の内容等

仕様書による。

� 借入期間及び調達開始日

ア 借入期間

令和６年３月１日から令和１１年２月２８日まで

イ 調達開始日

�愛媛県告示第３５４号
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号）第４６条第２項の規定により、指定障害福祉サー

ビス事業者から次のとおり指定障害福祉サービス事業を廃止する旨の届出があった。

令和５年３月２８日

愛媛県東予地方局長 山 本 泰 士

�愛媛県告示第３５５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和５年３月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者

指定障害福祉
サービスの種類

指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 所
指 定
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８１１３００７６７ 株式会社 ワンス 愛媛県四国中央市金生
町山田井８１９番地 柴 垣 健 太 短期入所 グループホーム ベー

ス
愛媛県四国中央市金生
町山田井８１９番地

令和５年
１月１日

３８２１３００３２８ 株式会社 ワンス 愛媛県四国中央市金生
町山田井８１９番地 柴 垣 健 太 共同生活援助 グループホーム ベー

ス
愛媛県四国中央市金生
町山田井８１９番地

令和５年
１月１日

３８１０２０１０８１ 一般社団法人さんかく 愛媛県今治市常盤町一
丁目３番１１号 豊 島 吾 一 生活介護 生活介護事業さんかく

やま
愛媛県今治市唐子台東
三丁目１５－３

令和５年
２月１日

３８１０５００８８８
ゆりかごファミリーク
リニック 院長 大藤
佳子

愛媛県松山市歩行町１
丁目１２番地２クレアセ
トル歩行町１４０２号

大 藤 佳 子 短期入所 ゆりかごファミリーク
リニック

愛媛県新居浜市東田１
丁目甲１２３９番地２

令和５年
２月１日

３８２０５００８３７ 合同会社ココデアンド 愛媛県西条市玉津６４８
番地１ 合 田 淳 平 共同生活援助 グループホーム ココ

デアンド
愛媛県新居浜市萩生２８
８６番地５

令和５年
３月１日

事業者番号
指 定 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 者

指定障害福祉
サービスの種類

廃止に係る指定障害福祉サービス事業所
廃 止
年 月 日

氏名又は名称 主たる事務所
の 所 在 地 代表者の氏名 名 称 所 在 地

３８１１３００７１８ 一般社団法人香和会 愛媛県四国中央市金生
町下分１６５４番地の２ 合 田 左予理 短期入所 グループホームまめの

木
愛媛県四国中央市寒川
町１０１５番地２

令和４年
１２月３１日

３８２１３００３０２ 一般社団法人香和会 愛媛県四国中央市金生
町下分１６５４番地の２ 合 田 左予理 共同生活援助 グループホームまめの

木
愛媛県四国中央市寒川
町１０１５番地２

令和４年
１２月３１日

３８１０５００１１０ 社会福祉法人 新居浜
愛育会

愛媛県新居浜市大生院
１６８６番地 渡 辺 均 自立訓練（生

活訓練）
指定障害者支援施設
まさき育成園

愛媛県新居浜市大生院
１６８６番地

令和５年
２月２８日

３８１１３００４９４ 株式会社四国中央興産 愛媛県四国中央市中之
庄町４６４番地１ 受 川 眞 二 重度訪問介護 ヘルパー事業所 きず

な
愛媛県四国中央市中之
庄町４６２番地１

令和５年
２月２８日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 肱川公園線
大洲市肱川町山鳥坂２８１番６から

同町山鳥坂２７７番１まで
令和５年３月２８日
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令和６年３月１日

� 借入場所及び調達場所

仕様書による。

� 入札方法

ア この入札は、紙入札により行う。

イ 入札金額は、借入物品に係る１月当たりの借入代金並びに

調達役務に係る導入の一時費用及び費用の月額を記載するこ

と。

また、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に

当該金額の１０パーセントに相当する額を加算した金額（当該

金額に１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた

金額）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び

地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを

問わず、見積もった契約金額の１１０分の１００に相当する金額を

入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

単独企業又はこの公告の業務を行うために借入物品の提供を担

う企業及び調達役務の提供を担う企業の２者により自主的に結成

された企業グループ（以下「企業グループ」という。）で、単独

企業にあっては�に掲げる要件の全てを、企業グループにあって
は�に掲げる要件の全てを満たすものであること。
� 単独企業の資格要件

ア 知事の審査を受け、令和５年度から令和７年度までの製造

の請負等に係る一般競争入札に参加する資格を有すると認め

られ、かつ、「特定調達参加希望」の登録をしている業者で

あること。

イ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の

規定に該当しない者であること。

ウ 電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号）第２条第５号に規

定する電気通信事業者であること。

エ ＩＳＯ２７００１の認証を取得している者であること。

オ 借入期間の開始までに借入物品を適正かつ確実に納入でき

る体制が整備されていることを証明した者であること。

カ 借入物品に係る保守の体制が整備されていることを証明し

た者であること。

キ 調達開始日までに調達役務を適正かつ確実に提供できる体

制が整備されていることを証明した者であること。

ク 調達役務に係る障害への対応、点検、保守その他アフター

サービスを長期にわたり円滑に実施できる体制が整備されて

いることを証明した者であること。

ケ ４�アに掲げる提出期限の日から落札者の決定の日までの
間に、知事が行う入札参加資格停止の期間中にない者である

こと。

� 企業グループの資格要件

ア 構成員の数は、２者とすること。

イ 企業グループの代表者となる構成員を定め、４�アに掲げ
る提出期限までに企業グループ結成に関する協定書を提出し

た者であること。

ウ 各構成員が、単独で又は他の企業グループの構成員として、

この公告の入札に参加していないこと。

エ 各構成員が、�ア、イ、エ及びケに掲げる要件を満たす者
であること。

オ 借入物品の納入を行う構成員が、�オ及びカに掲げる要件

を満たす者であること。

カ 調達役務の提供を行う構成員が、�ウ、キ及びクに掲げる
要件を満たす者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問合せ先

愛媛県企画振興部デジタル戦略局スマート行政推進課スマー

ト行政情報グループ

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２２８９

� 入札書の受領期限

令和５年５月１２日（金）から同月１６日（火）午後１時５９分ま

でに�に掲げる場所に持参又は郵送等（書留若しくは簡易書留
又は信書便でこれらに準ずるものに限る。以下同じ。）により

提出すること。

� 郵送等による入札書の取扱い

郵送等により入札書を提出する場合は、令和５年５月１２日

（金）から同月１６日（火）午後１時５９分までに、�に掲げる場所に
必着のこと。

� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

令和５年５月１６日（火）午後２時

愛媛県庁本館１階 企画振興部デジタル戦略局スマート行政

推進課システム設計室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、仕様適合確認審査

申請書（以下「審査申請書」という。）を知事に提出し、入札

参加資格の確認を受けること。

なお、知事から当該審査申請書の内容に関し説明を求められ

た場合は、これに応じなければならない。

ア 審査申請書の受領期限

令和５年４月２５日（火）午後５時までに３�に掲げる場所
へ持参又は郵送等により提出すること。

イ 郵送等による審査申請書の取扱い

郵送等により審査申請書を提出する場合は、令和５年４月

２５日（火）午後５時までに、３�に掲げる場所に必着のこと。
� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入し、かつ役務を提供できると知

事が判断した入札者であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定
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に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をも

って有効な入札を行ったものを落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be leased and the

service to be rendered： Personal Computer，４５３２ units

Supply of closed mobile network services，１ set

� Time limit of tender：１：５９ p．m．，１６May２０２３

� For fur ther in format ion， p lease contac t： Smar t

Administrative Computerization Group，Smart Administrative

Promotion Division，Digital Strategy Subdepartment，Planning

and Deve lopment Depar tment， Ehime Pre fec tura l

Government，４―４―２ Ichibancho，Matsuyama，Ehime

７９０―８５７０ Japan

Tel０８９―９１２―２２８９

�������
�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

令和５年３月２８日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

第５次庁内ＬＡＮシステムサーバ機器等の借入れ

� 借入物品名及び数量

入札説明書及び仕様書による。

� 借入物品の内容等

仕様書による。

� 借入期間

令和６年３月１日から令和１１年２月２８日まで

� 借入場所

仕様書による。

� 入札方法

ア この入札は、愛媛県電子入札運用基準（製造の請負等編）

に基づき、所定の手続により紙入札を承諾した場合を除き、

入札書の提出、開札等の行為を電子入札システムにより行う。

なお、電子入札システムの利用者登録を行っていない入札

参加資格者が応札する場合は、紙入札により行うものとする。

イ 入札金額は、１月当たりの借入代金を記載すること。

また、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に

当該金額の１０パーセントに相当する額を加算した金額（当該

金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨

てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、

消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者

であるかを問わず、見積もった契約金額の１１０分の１００に相当

する金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、令和５年度から令和７年度までの製造の請

負等に係る一般競争入札に参加する資格を有すると認められた業

者で、次の事項に該当するもの

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� ＩＳＯ２７００１の認証を取得している者であること。

� 借入期間の開始までに適正かつ確実に納入できる体制が整備

されていることを証明した者であること。

� 借入物品に係る保守及び点検の体制が整備されていることを

証明した者であること。

� ４の�に掲げる提出期限の日から落札者の決定の日までの間
に、知事が行う入札参加資格停止の期間中にない者であるこ

と。

� 愛媛県の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める規則

（平成７年愛媛県規則第６９号）第１条に規定する特定調達契

約を締結する希望が有る者として、令和５～７年度競争入札

参加資格審査申請書による登録の申請を受理されている者で

あること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問合せ先

愛媛県企画振興部デジタル戦略局スマート行政推進課スマー

ト行政情報グループ

〒７９０―８５７０

愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話 （０８９）９１２―２２８９

� 入札書の受領期限

ア 電子入札による場合は、令和５年５月１２日（金）から同月

１６日（火）午前９時５９分までの電子入札システムの稼働時間

中（愛媛県の休日を定める条例（平成元年愛媛県条例第３号）

第１条第１項に規定する県の休日（以下「県の休日」という。）

以外の日の午前９時から午後８時までをいう。以下同じ。）

に提出すること。

イ 紙入札による場合は、令和５年５月１２日（金）から同月１６

日（火）午前９時５９分までの受付時間中（県の休日以外の日

の午前８時３０分から午後５時までをいう。以下同じ。）に�
に掲げる場所に持参又は郵送等（書留若しくは簡易書留又は

信書便でこれらに準ずるものに限る。以下同じ。）により提

出すること。

ウ 郵送等により入札書を提出する場合は、令和５年５月１６日

（火）午前９時５９分までに、�に掲げる場所に必着のこと。
� 入札説明書の交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

令和５年５月１６日（火）午前１０時

愛媛県庁本館１階 企画振興部デジタル戦略局スマート行政

推進課システム設計室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、仕様適合確認審査

申請書（以下「審査申請書」という。）を知事に提出し、入札

参加資格の確認を受けること。

なお、知事から当該書類の内容に関し説明を求められた場合

は、これに応じなければならない。
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公安委員会規則

ア 審査申請書の提出期限

� 電子入札による場合は、令和５年４月２５日（火）午後５

時までの電子入札システムの稼働時間中に提出すること。

� 紙入札による場合は、令和５年４月２５日（火）までの受

付時間中に３�に掲げる場所へ持参又は郵送等により提出
すること。

イ 郵送等による審査申請書の取扱い

郵送等により審査申請書を提出する場合は、令和５年４月

２５日（火）午後５時までに、３�に掲げる場所に必着のこと。
� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると知事が判断した入札者

であって、愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成され

た予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行

ったものを落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be leased： The５th

LAN system for the prefectural office，１ set

� Time limit of tender：９：５９ a．m．，１６May２０２３

� For fur ther in format ion， p lease contac t： Smar t

Administrative Computerization Group，Smart Administrative

Promotion Division，Digital Strategy Subdepartment，Planning

and Deve lopment Depar tment， Ehime Pre fec tura l

Government，４―４―２ Ichibancho，Matsuyama，Ehime

７９０―８５７０ Japan

Tel０８９―９１２―２２８９

�愛媛県公安委員会規則第６号
公安委員会が取り扱う個人情報の保護に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和５年３月２８日

愛媛県公安委員会委員長 五 葉 明 徳

公安委員会が取り扱う個人情報の保護に関する規則の一部を改正する規則

公安委員会が取り扱う個人情報の保護に関する規則（平成１７年愛媛県公安委員会規則第１１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

別記様式を次のように改める。

改 正 後 改 正 前

（個人情報の保護）

第１条 公安委員会が取り扱う個人情報の保護に関し必要な事項に

ついては、個人情報の保護に関する法律施行細則（令和５年愛媛

県規則第５号） の規定の例による。ただし、個人情報の保

護に関する法律施行条例（令和４年愛媛県条例第３５号。以下「条

例」という。）第３条第１項の個人情報取扱事務登録簿の様式は、

個人情報取扱事務登録簿（別記様式）のとおりとする。

（補則）

第２条 この規則に定めるもののほか、個人情報の保護に関する法

律（平成１５年法律第５７号）及び条例の実施に関し必要な事項は、

警察本部長が定める。

（個人情報の保護）

第１条 公安委員会が取り扱う個人情報の保護に関し必要な事項に

ついては、知事が取り扱う個人情報の保護に関する規則（平成１４

年愛媛県規則第１号）の規定の例による。ただし、愛媛県個人情

報保護条例（平成１３年愛媛県条例第４１号。以下「条例」という。）

第７条第１項 の個人情報取扱事務登録簿の様式は、

個人情報取扱事務登録簿（別記様式）のとおりとする。

（職の指定）

第２条 条例第１９条第２項第１号ウの公安委員会規則で定める職

は、警部補以下の階級にある警察官をもって充てる職及びこれに

相当する警察官以外の職員をもって充てる職とする。

（補則）

第３条 この規則に定めるもののほか、

条例の実施に関し必要な事項は、

警察本部長が定める。



愛 媛 県 報令和５年３月２８日 第３９４号

３５３

別記様式（第１条関係） 個人情報取扱事務登録簿
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附 則

この規則は、令和５年４月１日から施行する。

�愛媛県公安委員会規則第７号
愛媛県公安委員会審査請求手続規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和５年３月２８日

愛媛県公安委員会委員長 五 葉 明 徳

愛媛県公安委員会審査請求手続規則の一部を改正する規則

愛媛県公安委員会審査請求手続規則（平成２８年愛媛県公安委員会規則第１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、令和５年４月１日から施行する。

�愛媛県公安委員会規則第８号
取消処分者講習の実施に関する規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和５年３月２８日

愛媛県公安委員会委員長 五 葉 明 徳

取消処分者講習の実施に関する規則の一部を改正する規則

取消処分者講習の実施に関する規則（平成１５年愛媛県公安委員会規則第９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

目次

第１章・第２章 省略

第３章 個人情報保護法等 に関する審査請求に関する手続

（第３０条）

第４章・第５章 省略

附則

第３章 個人情報保護法等 に関する審査請求に関する手

続

（審理官に関する規定の適用除外等）

第３０条 個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７条。以下

「個人情報保護法」という。）第１０６条第１項に規定する審査請

求及び愛媛県情報公開条例（平成１０年愛媛県条例第２７号）第１８条

の２に規定する審査請求（次項において「個人情報保護法等

に関する審査請求」という。）については、第４条

の規定は、適用しない。

２ 個人情報保護法等 に関する審査請求についての第２章の規

定の適用については、第６条第１項中「法第９条第３項」とある

のは「行政機関の保有する情報の公開に関する法律（平成１１年法

律第４２号。以下「行政機関情報公開法」という。）第１８条第２項

又は個人情報保護法第１０６条第２項

」と、第７条第１項及び第２項中「法第９条第３項」とあ

るのは「行政機関情報公開法第１８条第２項又は個人情報保護法第

１０６条第２項 」と、第２７条中「法第９条第３項」とあるの

は「行政機関情報公開法第１８条第２項又は個人情報保護法第１０６

条第２項 」とする。

目次

第１章・第２章 省略

第３章 愛媛県情報公開条例等に関する審査請求に関する手続

（第３０条）

第４章・第５章 省略

附則

第３章 愛媛県情報公開条例等に関する審査請求に関する手

続

（審理官に関する規定の適用除外等）

第３０条 愛媛県情報公開条例（平成１０年愛媛県条例第２７号）第１８条

の２に規定する審査請求及び愛媛県個人情報保護条例（平成１３年

愛媛県条例第４１号）第４３条の２

に規定する審査請求（次項において「愛媛県情報公開条例等

に関する審査請求」という。）については、第４条、第１１条第２

項、第１２条から第２６条まで、前条並びに第３１条第２項（審理官の

専決に係る規定に限る。）及び第３項（審理官の報告に係る規定

に限る。）の規定は、適用しない。

２ 愛媛県情報公開条例等に関する審査請求についての第２章の規

定の適用については、第６条第１項中「法第９条第３項」とある

のは「行政機関の保有する情報の公開に関する法律（平成１１年法

律第４２号。以下「行政機関情報公開法」という。）第１８条第２項

又は行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（平成１５年

法律第５８号。以下「行政機関個人情報保護法」という。）第４２条

第２項」と、第７条第１項及び第２項中「法第９条第３項」とあ

るのは「行政機関情報公開法第１８条第２項又は行政機関個人情報

保護法第４２条第２項」と、第２７条中「法第９条第３項」とあるの

は「行政機関情報公開法第１８条第２項又は行政機関個人情報保護

法第４２条第２項」とする。
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附 則

この規則は、令和５年４月１日から施行する。

改 正 後 改 正 前

（講習科目）

第５条 取消処分者講習（飲酒取消講習を除く。）の講習科目は、

次の表のとおりとする。

（講習科目）

第５条 取消処分者講習（飲酒取消講習を除く。）の講習科目は、

次の表のとおりとする。

種別 講習科目 種別 講習科目

四輪車 １～３ 省略

４ 運転適性診断結果による指導・助言

５ 省略

６ ディスカッション指導

７ 危険予測運転の解説

８ 道路又はコースでの技能診断

９ 省略

１０ 省略

四輪車 １～３ 省略

４ 適性診断結果 による指導・助言

５ 省略

６ 危険予知運転の解説

７ 路上又は場内 での技能診断

８ 省略

９ 省略

二輪車 １～４ 省略

５ 運転適性・技能診断結果による指導・助言

６ ディスカッション指導

７ 危険予測運転の解説

８ 省略

９ 省略

二輪車 １～４ 省略

５ 適性・技能診断結果 による指導・助言

６ 危険予知運転の解説

７ 省略

８ 省略

２ 飲酒取消講習の講習科目は、次の表のとおりとする。 ２ 飲酒取消講習の講習科目は、次の表のとおりとする。

種別 講習科目 種別 講習科目

四輪車 １～４ 省略

５ 運転適性診断結果による指導・助言

６・７ 省略

８ 危険予測運転の解説

９ 道路又はコースでの技能診断

１０ 省略

１１ ディスカッション指導

１２ 省略

四輪車 １～４ 省略

５ 適性診断結果 による指導・助言

６・７ 省略

８ 危険予知運転の解説

９ 路上又は場内 での技能診断

１０ 省略

１１ ディスカッション

１２ 省略

二輪車 １～４ 省略

５ 運転適性・技能診断結果による指導・助言

６・７ 省略

８ 危険予測運転の解説

９ 省略

１０ ディスカッション指導

１１ 省略

二輪車 １～４ 省略

５ 適性・技能診断結果 による指導・助言

６・７ 省略

８ 危険予知運転の解説

９ 省略

１０ ディスカッション

１１ 省略

（受講申出）

第６条 道路交通法施行規則（昭和３５年総理府令第６０号。以下「施

行規則」という。）第３８条第２項第１号に規定する取消処分者講

習の申出は、取消処分者講習申出書（様式第３号）及び施行規則

第１７条第２項第１０号の申請用写真２枚を、公安委員会（法第１０８

条の４第１項に規定する指定講習機関（以下「指定講習機関」と

いう。）が行う取消処分者講習を受けようとする者にあっては、

当該指定講習機関）に提出して行うものとする。

（受講申出）

第６条 道路交通法施行規則（昭和３５年総理府令第６０号。以下「施

行規則」という。）第３８条第２項第１号に規定する取消処分者講

習の申出は、取消処分者講習申出書（様式第３号）及び施行規則

第１７条第２項第８号の申請用写真２枚を、公安委員会（法第１０８

条の４第１項に規定する指定講習機関（以下「指定講習機関」と

いう。）が行う取消処分者講習を受けようとする者にあっては、

当該指定講習機関）に提出して行うものとする。
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県議会告示

�愛媛県議会告示第２号
愛媛県議会の保有する個人情報の保護に関する条例施行規程を次のように定める。

令和５年３月２８日

愛媛県議会議長 渡 部 浩

愛媛県議会の保有する個人情報の保護に関する条例施行規程

（趣旨）

第１条 この規程は、愛媛県議会の保有する個人情報の保護に関する条例（令和４年愛媛県条例第３９号。以下「条例」という。）の施行に

関し必要な事項を定めるものとする。

（用語）

第２条 この規程において使用する用語は、条例において使用する用語の例による。

（個人識別符号）

第３条 条例第２条第２項の議長が定める文字、番号、記号その他の符号は、次に掲げるものとする。

� 次に掲げる身体の特徴のいずれかを特定の個人を識別することができる水準が確保されるよう、適切な範囲を適切な手法により電子

計算機の用に供するために変換した文字、番号、記号その他の符号

ア 細胞から採取されたデオキシリボ核酸（別名ＤＮＡ）を構成する塩基の配列

イ 顔の骨格及び皮膚の色並びに目、鼻、口その他の顔の部位の位置及び形状によって定まる容貌

ウ 虹彩の表面の起伏により形成される線状の模様

エ 発声の際の声帯の振動、声門の開閉並びに声道の形状及びその変化

オ 歩行の際の姿勢及び両腕の動作、歩幅その他の歩行の態様

カ 手のひら又は手の甲若しくは指の皮下の静脈の分岐及び端点によって定まるその静脈の形状

キ 指紋又は掌紋

� 健康保険法（大正１１年法律第７０号）第３条第１１項に規定する保険者番号及び同条第１２項に規定する被保険者等記号・番号

� 船員保険法（昭和１４年法律第７３号）第２条第１０項に規定する保険者番号及び同条第１１項に規定する被保険者等記号・番号

� 旅券法（昭和２６年法律第２６７号）第６条第１項第１号の旅券の番号

� 出入国管理及び難民認定法（昭和２６年政令第３１９号）第２条第５号に規定する旅券（日本国政府の発行したものを除く。）の番号及び

同法第１９条の４第１項第５号の在留カードの番号

� 私立学校教職員共済法（昭和２８年法律第２４５号）第４５条第１項に規定する保険者番号及び加入者等記号・番号

� 国家公務員共済組合法（昭和３３年法律第１２８号）第１１２条の２第１項に規定する保険者番号及び組合員等記号・番号

� 国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第１１１条の２第１項に規定する保険者番号及び被保険者記号・番号

	 国民年金法（昭和３４年法律第１４１号）第１４条に規定する基礎年金番号


 道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）第９３条第１項第１号の免許証の番号

� 地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２号）第１４４条の２４の２第１項に規定する保険者番号及び組合員等記号・番号

� 住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第７条第１３号に規定する住民票コード


 雇用保険法施行規則（昭和５０年労働省令第３号）第１０条第１項の雇用保険被保険者証の被保険者番号

� 高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）第１６１条の２第１項に規定する保険者番号及び被保険者番号

� 日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法（平成３年法律第７１号）第８条第１項第３号の

特別永住者証明書の番号

� 介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１２条第３項の被保険者証の番号及び保険者番号

� 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）第２条第５項に規定する個人番号

（要配慮個人情報）

第４条 条例第２条第３項の議長が定める記述等は、次に掲げる事項のいずれかを内容とする記述等（本人の病歴又は犯罪の経歴に該当す

るものを除く。）とする。

� 次に掲げる身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他の心身の機能の障害があること。

ア 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）別表に掲げる身体上の障害

イ 知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）にいう知的障害

ウ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）にいう精神障害（発達障害者支援法（平成１６年法律第１６７号）

第２条第１項に規定する発達障害を含み、前号に掲げるものを除く。）

エ 治療方法が確立していない疾病その他の特殊の疾病であって障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成

１７年法律第１２３号）第４条第１項の政令で定めるものによる障害の程度が同項の厚生労働大臣が定める程度であるもの

� 本人に対して医師その他医療に関連する職務に従事する者（次号において「医師等」という。）により行われた疾病の予防及び早期
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発見のための健康診断その他の検査（同号において「健康診断等」という。）の結果

� 健康診断等の結果に基づき、又は疾病、負傷その他の心身の変化を理由として、本人に対して医師等により心身の状態の改善のため

の指導又は診療若しくは調剤が行われたこと。

� 本人を被疑者又は被告人として、逮捕、捜索、差押え、勾留、公訴の提起その他の刑事事件に関する手続が行われたこと。

� 本人を少年法（昭和２３年法律第１６８号）第３条第１項に規定する少年又はその疑いのある者として、調査、観護の措置、審判、保護処

分その他の少年の保護事件に関する手続が行われたこと。

（個人の権利利益を害するおそれが大きいもの）

第５条 条例第１１条の個人の権利利益を害するおそれが大きいものとして議長が定めるものは、次の各号のいずれかに該当するものとす

る。

� 要配慮個人情報が含まれる保有個人情報（高度な暗号化その他の個人の権利利益を保護するために必要な措置を講じたものを除く。

以下この条において同じ。）の漏えい、滅失若しくは毀損（以下この条において「漏えい等」という。）が発生し、又は発生したおそ

れがある事態

� 不正に利用されることにより財産的被害が生じるおそれがある保有個人情報の漏えい等が発生し、又は発生したおそれがある事態

� 不正の目的をもって行われたおそれがある保有個人情報の漏えい等が発生し、又は発生したおそれがある事態

� 保有個人情報に係る本人の数が１００人を超える漏えい等が発生し、又は発生したおそれがある事態

２ 議長は、条例第１１条本文の規定による通知をする場合には、前項各号に定める事態を知った後、当該事態の状況に応じて速やかに、当

該本人の権利利益を保護するために必要な範囲において、次に定める事項を通知しなければならない。

� 概要

� 漏えい等が発生し、又は発生したおそれがある保有個人情報の項目

� 原因

� 二次被害又はそのおそれの有無及びその内容

� その他参考となる事項

（電磁的方法）

第６条 条例第１５条第４項に規定する電磁的方法は、次に掲げる方法とする。

� 電話番号を送受信のために用いて電磁的記録を相手方の使用に係る携帯して使用する通信端末機器に送信する方法（他人に委託して

行う場合を含む。）

� 電子メールを送信する方法（他人に委託して行う場合を含む。）

� 前号に定めるもののほか、その受信をする者を特定して情報を伝達するために用いられる電気通信（電気通信事業法（昭和５９年法律

第８６号）第２条第１号に規定する電気通信をいう。）を送信する方法（他人に委託して行う場合を含む。）

（匿名加工情報の安全管理措置の基準）

第７条 条例第１６条第２項の議長が定める基準は、次のとおりとする。

� 匿名加工情報を取り扱う者の権限及び責任を明確に定めること。

� 匿名加工情報の取扱いに関する規程類を整備し、当該規程類に従って匿名加工情報を適切に取り扱うとともに、その取扱いの状況に

ついて評価を行い、その結果に基づき改善を図るために必要な措置を講ずること。

� 匿名加工情報を取り扱う正当な権限を有しない者による匿名加工情報の取扱いを防止するために必要かつ適切な措置を講ずること。

（書類の様式）

第８条 次の表の左欄に掲げる書面等の様式は、同表の右欄に掲げるとおりとする。

項 左欄 右欄

１ 条例第１７条第１項の個人情報取扱事務登録簿 個人情報取扱事務登録簿（様式第１号）

２ 条例第１８条第１項の個人情報ファイル簿 個人情報ファイル簿（様式第２号）

３ 条例第２０条第１項の開示請求書 保有個人情報開示請求書（様式第３号）

４ 条例第２５条第１項の書面 保有個人情報開示決定通知書（様式第４号）

５ 条例第２５条第２項の書面 保有個人情報不開示決定通知書（様式第５号）

６ 条例第２６条第２項の書面 保有個人情報開示決定等期限延長通知書（様式第６号）

７ 条例第２７条第１項の書面 保有個人情報開示決定等期限特例延長通知書（様式第７号）

８ 条例第２８条第２項の書面 愛媛県議会の保有する個人情報の保護に関する条例第２８条第２項の規定

に基づく通知・意見照会書（様式第８号）

９ 条例第２８条第１項及び第２項の意見書 保有個人情報の開示に係る意見書（様式第９号）

１０ 条例第２８条第３項の書面 保有個人情報の開示決定をした旨の通知書（様式第１０号）

１１ 条例第２９条第３項の規定による申出 保有個人情報の開示の実施方法等申出書（様式第１１号）

１２ 条例第３３条第１項の訂正請求書 保有個人情報訂正請求書（様式第１２号）
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１３ 条例第３５条第１項の書面 保有個人情報訂正決定通知書（様式第１３号）

１４ 条例第３５条第２項の書面 保有個人情報不訂正決定通知書（様式第１４号）

１５ 条例第３６条第２項の書面 保有個人情報訂正決定等期限延長通知書（様式第１５号）

１６ 条例第３７条第１項の書面 保有個人情報訂正決定等期限特例延長通知書（様式第１６号）

１７ 条例第４０条第１項の利用停止請求書 保有個人情報利用停止請求書（様式第１７号）

１８ 条例第４２条第１項の書面 保有個人情報利用停止決定通知書（様式第１８号）

１９ 条例第４２条第２項の書面 保有個人情報利用不停止決定通知書（様式第１９号）

２０ 条例第４３条第２項の書面 保有個人情報利用停止決定等期限延長通知書（様式第２０号）

２１ 条例第４４条第１項の書面 保有個人情報利用停止決定等期限特例延長通知書（様式第２１号）

２２ 条例第２０条第２項に規定する保有個人情報の本人の

代理人であることを示す書類

保有個人情報開示請求に係る委任状（様式第２２号）

２３ 条例第３３条第２項に規定する保有個人情報の本人の

代理人であることを示す書類

保有個人情報訂正請求に係る委任状（様式第２３号）

２４ 条例第４０条第２項に規定する保有個人情報の本人の

代理人であることを示す書類

保有個人情報利用停止請求に係る委任状（様式第２４号）

（手続の方法）

第９条 次の表の左欄に掲げる手続は、同表の右欄に掲げる書類を送付し、又は提出することによって行うものとする。

項 左欄 右欄

１ 条例第２８条第１項の規定による通知 愛媛県議会の保有する個人情報の保護に関する条例第２８条条第１項の規

定に基づく通知・意見照会書（様式第２５号）

２ 条例第４６条第２項の規定による通知 愛媛県議会運営委員会諮問通知書（様式第２６号）

（個人情報ファイル簿の作成及び公表）

第１０条 議長は、個人情報ファイル（条例第１８条第２項各号に掲げるもの及び同条第３項の規定により個人情報ファイル簿に掲載しないも

のを除く。次項及び第４項において同じ。）を保有するに至ったときは、直ちに、個人情報ファイル簿を作成しなければならない。

２ 個人情報ファイル簿は、議会が保有している個人情報ファイルを通じて一の帳簿とする。

３ 議長は、個人情報ファイル簿に記載すべき事項に変更があったときは、直ちに、当該個人情報ファイル簿を修正しなければならない。

４ 議長は、個人情報ファイル簿に掲載した個人情報ファイルの保有をやめたとき、又はその個人情報ファイルが条例第１８条第２項第１号

カに該当するに至ったときは、遅滞なく、当該個人情報ファイルについての記載を消除しなければならない。

５ 議長は、個人情報ファイル簿を作成したときは、遅滞なく、これを事務所に備えて置き一般の閲覧に供するとともに、インターネット

の利用その他の情報通信の技術を利用する方法により公表しなければならない。

６ 条例第１８条第１項の議長が定める事項は、次に掲げる事項とする。

� 条例第２条第５項第１号に係る個人情報ファイル又は同項第２号に係る個人情報ファイルの別

� 条例第２条第５項第１号に係る個人情報ファイルについて、第９項に規定する個人情報ファイルがあるときは、その旨

７ 条例第１８条第２項第１号カの議長が定める数は、１，０００人とする。

８ 条例第１８条第２項第１号キの議長が定める個人情報ファイルは、次に掲げる個人情報ファイルとする。

� 次に掲げる者に係る個人情報ファイルであって、専らその人事、給与又は報酬、福利厚生に関する事項その他これらに準ずる事項を

記録するもの（アに掲げる者の採用又は選定のための試験に関する個人情報ファイルを含む。）

ア 執行機関の職員又は当該職員であった者

イ 条例第１８条第２項第１号アに規定する者又はアに掲げる者の被扶養者又は遺族

� 条例第１８条第２項第１号アに規定する者及び前号ア又はイに掲げる者を併せて記録する個人情報ファイルであって、専らその人事、

議員報酬、給与又は報酬、福利厚生に関する事項その他これらに準ずる事項を記録するもの

９ 条例第１８条第２項第３号の議長が定める個人情報ファイルは、条例第２条第５項第２号に係る個人情報ファイルで、その利用目的及び

記録範囲が条例第１８条第１項の規定による公表に係る条例第２条第５項第１号に係る個人情報ファイルの利用目的及び記録範囲の範囲内

であるものとする。

（代理人による開示請求等）

第１１条 条例第１９条第２項、第３２条第２項又は第３９条第２項の規定により開示請求等をした代理人は、当該開示請求に係る保有個人情報の

開示を受ける前にその資格を喪失したときは、直ちに、書面でその旨を議長に届け出なければならない。

２ 前項の規定による届出があったときは、当該開示請求等は、取り下げられたものとみなす。
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（開示決定等の通知）

第１２条 条例第２５条第１項の議長が定める事項は、次に掲げる事項とする。

� 開示決定に係る保有個人情報について求めることができる開示の実施の方法

� 事務所における開示を実施することができる日、時間及び場所並びに事務所における開示の実施を求める場合にあっては、条例第２９

条第３項の規定による申出をする際に事務所における開示を実施することができる日のうちから事務所における開示の実施を希望する

日を選択すべき旨

� 写しの送付の方法による保有個人情報の開示を実施する場合における準備に要する日数及び送付に要する費用

（第三者意見照会書等）

第１３条 議長は、条例第２８条第１項又は第２項の規定により、同条第１項に規定する第三者に対し、当該第三者に関する情報の内容を通知

するに当たっては、開示請求に係る保有個人情報の本人の権利利益を不当に侵害しないように留意しなければならない。

２ 条例第２８条第１項の議長が定める事項は、次に掲げる事項とする。

� 開示請求の年月日

� 意見書を提出する場合の提出先及び提出期限

３ 条例第２８条第２項の議長が定める事項は、次に掲げる事項とする。

� 前項各号に掲げる事項

� 条例第２８条第２項各号のいずれに該当するかの別及びその理由

（電磁的記録の開示方法）

第１４条 条例第２９条第１項に規定する議長が定める方法は、次の表の左欄に掲げる電磁的記録の種類に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる

方法とする。ただし、当該方法により難いときは、議長が適当と認める方法により行うものとする。

電磁的記録の種類 開示の方法

１ 録音され、又は録画された電磁的記録 視聴又は写し（複製物を含む。以下同じ。）の交付

２ １に掲げるもの以外の電磁的記録 視聴、用紙に出力したものの閲覧若しくは交付又は写しの交付

（文書等の写しの交付の部数）

第１５条 保有個人情報が記録されている文書等（これを複写した物を含む。以下同じ。）の写しの交付の部数は、開示の請求があった保有

個人情報が記録された文書等１件につき１部とする。

（文書等の開示の実施等）

第１６条 保有個人情報が記録されている文書等の開示は、議長が指定する日時及び場所においてするものとする。

２ 保有個人情報が記録されている文書等を閲覧し、又は視聴する者は、当該文書等を丁寧に取り扱うこととし、これを汚損し、又は破損

してはならない。

３ 議長は、前項の規定に違反し、又は違反するおそれがある者に対し、文書等の閲覧又は視聴を中止させ、又は禁止することがある。

４ 条例第２５条第１項の規定による通知があった場合において、開示請求書に記載された事項を変更しないときは、条例第２９条第３項の規

定による申出は、することを要しない。

（費用の額）

第１７条 条例第３１条第２項の規定による写しの作成及び送付に要する費用の額は、次のとおりとする。

� 写しの作成に要する費用 次の表の左欄に掲げる区分に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる額

区分 金額

ア 複写機により日本産業規格Ａ列３番以下の大きさの用紙に白黒で複写した

ものの交付

交付する用紙１枚（用紙の両面に複写する場合に

あっては、片面を１枚とする。以下同じ。）につ

き１０円

イ 複写機により日本産業規格Ａ列３番以下の大きさの用紙にカラーで複写し

たものの交付

交付する用紙１枚につき２０円

ウ 保有個人情報が記録された文書等を光ディスク（日本産業規格Ｘ０６０６及び

Ｘ６２８１に適合する直径１２０ミリメートルの光ディスク再生装置で再生すること

が可能なものに限る。）に複写したものの交付

光ディスク１枚につき４０円

エ 保有個人情報が記録された文書等を光ディスク（日本産業規格Ｘ６２４１に適

合する直径１２０ミリメートルの光ディスクの再生装置で再生することが可能な

ものに限る。）に複写したものの交付

光ディスク１枚につき５０円

オ アからエまでに掲げるもの以外のものの交付 当該写しの作成に要する費用に相当する額

� 送付に要する費用 当該写しの送付に要する費用に相当する額



愛 媛 県 報令和５年３月２８日 第３９４号

３６０

（費用の納付の方法）

第１８条 前条各号に規定する費用について、納付の方法は、次の各号の定める場合の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める方法とする。

� 次号に掲げる方法により交付を受ける場合以外の場合 前条第１号に掲げる額を現金で納付する方法

� 文書等の写しの送付により交付を受ける場合 前条第１号に掲げる額と同条第２号に掲げる額とを合計した金額を愛媛県会計規則

（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１７条第１項に規定する納入通知書により納付する方法

（実施状況の公表）

第１９条 条例第５２条の規定による公表は、愛媛県報によるものとする。

附 則

１ この規程は、令和５年４月１日から施行する。

２ 議会が取り扱う個人情報の保護に関する規程（平成１４年愛媛県議会告示第２号）は、廃止する。

３ この規程の施行の際現に議会が保有している個人情報ファイルについての第１０条第１項及び第３項の規定の適用については、同項中

「直ちに」とあるのは、「愛媛県議会の保有する個人情報の保護に関する条例施行規程（令和５年愛媛県議会告示第２号）の施行後遅滞

なく」とする。
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３６１

様式第１号（第８条関係） 個人情報取扱事務登録簿
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様式第２号（第８条関係） 個人情報ファイル簿
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３６３

様式第３号（第８条関係） 保有個人情報開示請求書

（表）
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３６４

（裏）
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３６５



愛 媛 県 報令和５年３月２８日 第３９４号

３６６

様式第４号（第８条関係） 保有個人情報開示決定通知書

様式第４号（その１）

（表）
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３６７

（裏）
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３６８

様式第４号（その２）

（表）
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３６９

（裏）



愛 媛 県 報令和５年３月２８日 第３９４号
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様式第５号（第８条関係） 保有個人情報不開示決定通知書



愛 媛 県 報令和５年３月２８日 第３９４号

３７１

様式第６号（第８条関係） 保有個人情報開示決定等期限延長通知書



愛 媛 県 報令和５年３月２８日 第３９４号

３７２

様式第７号（第８条関係） 保有個人情報開示決定等期限特例延長通知書
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３７３

様式第８号（第８条関係） 愛媛県議会の保有する個人情報の保護に関する条例第２８条第２項の規定に基づく通知・意見照会書
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３７４

様式第９号（第８条、様式第８号、様式第１０号、様式第２５号関係） 保有個人情報の開示に係る意見書
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３７５

様式第１０号（第８条関係） 保有個人情報の開示決定をした旨の通知書
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３７６

様式第１１号（第８条関係） 保有個人情報の開示の実施方法等申出書
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３７７

様式第１２号（第８条関係） 保有個人情報訂正請求書

（表）



愛 媛 県 報令和５年３月２８日 第３９４号

３７８

（裏）



愛 媛 県 報令和５年３月２８日 第３９４号

３７９

様式第１３号（第８条関係） 保有個人情報訂正決定通知書

様式第１３号（その１）



愛 媛 県 報令和５年３月２８日 第３９４号

３８０

様式第１３号（その２）



愛 媛 県 報令和５年３月２８日 第３９４号

３８１

様式第１４号（第８条関係） 保有個人情報不訂正決定通知書



愛 媛 県 報令和５年３月２８日 第３９４号

３８２

様式第１５号（第８条関係） 保有個人情報訂正決定等期限延長通知書



愛 媛 県 報令和５年３月２８日 第３９４号

３８３

様式第１６号（第８条関係） 保有個人情報訂正決定等期限特例延長通知書



愛 媛 県 報令和５年３月２８日 第３９４号

３８４

様式第１７号（第８条関係） 保有個人情報利用停止請求書

（表）



愛 媛 県 報令和５年３月２８日 第３９４号

３８５



愛 媛 県 報令和５年３月２８日 第３９４号

３８６

（裏）



愛 媛 県 報令和５年３月２８日 第３９４号

３８７

様式第１８号（第８条関係） 保有個人情報利用停止決定通知書

様式第１８号（その１）



愛 媛 県 報令和５年３月２８日 第３９４号

３８８

様式第１８号（その２）



愛 媛 県 報令和５年３月２８日 第３９４号

３８９

様式第１９号（第８条関係） 保有個人情報利用不停止決定通知書



愛 媛 県 報令和５年３月２８日 第３９４号

３９０

様式第２０号（第８条関係） 保有個人情報利用停止決定等期限延長通知書



愛 媛 県 報令和５年３月２８日 第３９４号

３９１

様式第２１号（第８条関係） 保有個人情報利用停止決定等期限特例延長通知書



愛 媛 県 報令和５年３月２８日 第３９４号

３９２

様式第２２号（第８条、様式第３号関係） 保有個人情報開示請求に係る委任状

様式第２２号（その１）



愛 媛 県 報令和５年３月２８日 第３９４号

３９３

様式第２２号（その２）



愛 媛 県 報令和５年３月２８日 第３９４号

３９４

様式第２３号（第８条、様式第１２号関係） 保有個人情報訂正請求に係る委任状

様式第２３号（その１）



愛 媛 県 報令和５年３月２８日 第３９４号

３９５

様式第２３号（その２）



愛 媛 県 報令和５年３月２８日 第３９４号

３９６

様式第２４号（第８条、様式第１７号関係） 保有個人情報利用停止請求に係る委任状

様式第２４号（その１）



愛 媛 県 報令和５年３月２８日 第３９４号

３９７

様式第２４号（その２）



愛 媛 県 報令和５年３月２８日 第３９４号

３９８

様式第２５号（第９条関係） 愛媛県議会の保有する個人情報の保護に関する条例第２８条第１項の規定に基づく通知・意見照会書



愛 媛 県 報令和５年３月２８日 第３９４号

３９９

様式第２６号（第９条関係） 愛媛県議会運営委員会諮問通知書

令和５年３月２８日 発行


